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平成 29 年 3 月 23 日 

 

親子断絶防止法案に反対する共同声明 

 

私達は，子どもと引き離されている親達です。 

 現在，国会で通称「親子断絶防止法」（注 1）の上程が，予定されてい

ます。 

本来は，実子誘拐などの不当な親子の引き離し（注２）を防ぐ目的であ

ったところ，ＤＶや虐待の問題と混同され，却って親子の引き離しを

正当化する条文案となっている為，私達は，このままの法案の成立を

願わないことを表明し，現在の条文案（注３）の修正，修正なければ廃

案を求めます。 

 

条文案 第２条３項及び第９条は，ＤＶ、虐待概念の拡大解釈によ

る実子誘拐と親子引き離しを正当化し，第２条２項は，子が引き離さ

れた親を嫌うように洗脳されることが促進され，第３条は，単独親権

に基づく単独育児を正当化します。結果、親子断絶の要件を緩和し、

親が子に会うことを困難にします。（注４） 

これらの新たな条文の立法化により，親子引き離しの原因となる現

在の問題は改善されずに合法化させる法的根拠を与えます。 

 

実子誘拐を違法化し、実子誘拐と親子引き離しの手段として濫用さ

れるＤＶ防止法の手続き保障の立法化を早急に取り組んでいただくこ

とを求めます。 

子の奪い合いの原因を排除すべく，離婚後共同親権についての，協

議が進んでいないことが，何よりも問題であると考えており，民法改

正の議論を開始することを強く訴えます。 

以上 
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（注１）正式名称「父母の離婚等の後における子と父母との継続的な関係の維持等の促進に関す

る法律案」 

（注２）日本も批准している「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約」（ハーグ条約）の

「子の奪取」に相当するものや，婚姻中の親権侵害，婚姻に関わらず別居親を排除する為の子に

対する洗脳虐待行為など 

（注３）平成２８年１２月１３日に，親子断絶防止法議員連盟総会で承認されたもの。 

（注４）児童の権利条約第９条３項「締約国は、児童の最善の利益に反する場合を除くほか、父母

の一方又は双方から分離されている児童が定期的に父母のいずれとも人的な関係及び直接の

接触を維持する権利を尊重する。」 

 

問い合わせ連絡先  
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